
（１）議論に当たって認識しておくべき事項
 （人口について）地方と東京の配分だけでなく、人口を増やす政策を考えるということも前提として

認識しなければいけない。

 ＵＩＪターン対策は「人の奪い合い」であり、同時に人口増の議論が必要。

 性別や年齢にとらわれることなくフリーな視点で、例えば若者が高齢者を支えるという発想を捨て
て、オール・サポーティング・オールという発想で議論を進めるべき。

 ドイツで議論しているベーシックインカムのように、古い考え方を捨てて、完全に新しい、世界中で
ニュースになるような政策をやったほうがいい。

 人口減少は悪いことなのか。30～60軒の集落はお互いに顔が分かり居心地もいい。減ることが悪

いというよりは活動する人口を増やす、世代の分断、暮らしと仕事と子どもの分断を繋げていく、と
いう視点もあればいいのではないか。

 今朝の会議で定年制は必要ないと主張したが、年配芸人と年配マネージャーのように年寄と年寄
が助け合う形もあるし、老人ホームと幼稚園を併設するように年寄と子供が助け合う形もあり、Ａ
ＰＵの混ぜる教育は大変ヒントになる。

 他国と比較してなぜ日本は首都圏に人口が集中するのか、分析があれば今後の取組の大きなヒ
ントになる。
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（１）UIJターンを拡大するためにどのような取組が必要か。

特に若者が「地方にこそ、チャンスがある」と感じられる

ような、従来の発想にとらわれない大胆な方策として、

どのようなことが考えられるか。

例）①地方公共団体が個別に実施している様々な施策

（地元高校卒業生等への就職案内の発信、複数

県合同による東京圏在住学生への地元就職説明

会の開催等）の全国展開

②地方ならではの魅力・強みの発信（３．に再掲）等

（２）将来的なUIJターンに繋げるための関係人口の取組とし
てどのような施策が必要か。

 個人の移住施策に手厚く取り組むよりも、３年程度、地域で働いてくれる若者達を５～10名程度連
れてきて優遇策を講じる「コミュニティ移住」といった提案は新しくていいのではないか。

 どういう人生を送るかを高校や大学で考え、地方で暮らしたいと思えば２～３年の休学を可能とす
る。企業もそういった人を重視する。そういったことができるといい。

 10代後半は何になりたいかよりどう暮らしたいか、どう生きたいかを重視。仕事から入っても根付

かないが、暮らしから入ると根付く。課題解決型インターン、企業インターンだけでなく、地方で暮
らす、地域の人から学ぶ受け皿も考えられるといい。

 住まいについて、役場に問合せがあっても提案できるものがないが、一方で地域は空き家だらけ。
ミスマッチングがあるので解決できればいい。若者のトレンドであるＤＩＹ、小屋暮らしについても、
助成金が少ないといった点について取り上げてもらえるといい。

 地方移転にはＩＴ企業が向いている。インターネットを整備し、「どこでも同じ条件・早さ」を実現でき
るといい。

 「正社員採用・副業可」という企業のアイディアをもらった。若者を地方企業で正社員として雇いつ
つ、ベンチャーに取り組んでもらう。成功すれば移ってもらっても構わない。その間の３年程度でも
地域は潤う。

 災害対策という観点からも、東京に高さ制限をかけるなど、規制をかけるものはかけるといった抜
本的なものが千年単位で考える国家政策として必要ではないか。

 ＵＩＪターン者だけでなく、元々地元で育って活躍している「ローカルヒーロー」にも目配りしてもらい
たい。

 地方移住は３年ほど前からトーンダウン。観光以上定住未満の「関係人口」という選択肢が必要。

 「関係人口」を広く捉え、地方の親のいなくなった家と東京の家を行ったり来たりする「２地域居住」
を増やすというのも重要ではないか。

 人口の取り合いでは発展性はない、関係人口が重要というのは同感。その際、アジアを含めた関
係人口が重要。

 テレビはキー局が東京に集まっているが、ネットは世界中に発信できる。テレビ以外で活躍できる
エンターテイメントをアジア圏で日本が主導権を持って育てると、新しい産業のチャンスや国内に
とどまらない関係人口の拡大ができるのではないか。

２．若者を中心としたUIJターン対策の抜本的強化
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（１）女性や高齢者の活躍等（就業率の向上）を推進するた

めに、どのような方策が必要か。

（２）地方で人手の需要が供給を上回っており、新たなビジ

ネスのチャンスがあるのではないか。

（３）外国人留学生を就業しやすくするために、どのような取

組が必要か。

 公務員にも自分で事業をしたいと考える優秀な人材がいる。そういった人が休職・兼業できるよう
にするなど、公務員制度ももっと柔軟にできるといい。

 移住を希望、検討している人が求める職種と地方で求められている労働力にミスマッチがあるの
ではないか。地方では単純労働者の需要があるが、そういう働き方は望まない。

 有効求人倍率のデータは、正社員だけでなくパートも含めたものではないか。真庭市でも有効求
人倍率が1.5くらいあるが正社員は0.3程度。正社員とパートを分けて分析しないと真の姿が見え
ないのではないか。

３．地方の人手不足に対応した女性や高齢者の
活躍等の推進
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（１）地方ならではの魅力・強みとしてどのようなものがある

か。

例）①短い通勤時間、低い家賃、広い住宅等、暮らしや

すい住環境

②仕事や研究、文化、芸術等の創造的活動に専念

できる環境

③地域特性をいかした起業に挑戦する機会

④豊かな自然、新鮮な農産物・水産物

⑤固有の歴史・文化・伝統 等

（２）地方ならではの魅力・強みを国民に周知・広報するた

めにどのような方策が必要か。

例）①地方ならではの魅力・強みの「見える」化

（通勤時間、家賃、住宅面積 等）

②一般メディアを活用したＰＲ 等

 移住ブームが去った中で、熱量の高くない普通に暮らしたいという人向けに、キャリアで活躍する
だけでない満足度の高い生活・ライフスタイルの情報を示すことが、10代後半へのアプローチとし
て効果的。

 貯蓄といっても若者にはなかなか刺さらないのではないか。地方にこそ活躍の場がある、こうやっ
て自分は活躍できるといったことを具体的な人なりで示す必要があるのではないか。

 地方は人手不足だが、若者にとっては地方には仕事がないという意識が広がっていると感じる。
国でも、地方にも魅力的な仕事の場、活躍の場あるということを伝える取組を後押ししてもらいた
い。

４．地方の魅力、夢の実現等について国民の耳
目を集める周知・広報の方策
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